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国内市場は前年比12.9％の伸び
ビジネス利用で有料情報価値浸透

第 4 章 情報サービス

データベース

売 上 高 に見 る業 界 変 遷

インターネットの普及によってデータベ

ースの利用が増加している。自分の手元

に文献や資料、データベースを持たなく

ても、オンラインで必要な時に必要な情

報が検索できるデータベースサービスが、

インターネットにより、より便利になって

いるからだ。

ここでデータベースサービスの登場した

1970年代から現在に至るまでの流れを見

てみよう（資料2-4-2）。

①1970年代〜1986年

オンラインのデータベースサービスは

1970年代から始まり、最初は独自のプロ

トコルや専用のVANに接続するといった

利用形態をとっていた。利用者は大学な

どの研究者やシンクタンクの研究員とい

った専門家に限られていたが、1978年か

らデータベースサービス業の年間売上高

は年々増加していた。

②1987年〜1989年

1986年から1987年に売上高はいったん

減少するものの、1987年からまた急激に

利 用 量 が増 えている。 これは NIFY-

SERVE（現＠ニフティ）、PC-VAN（現

BIGLOBE）など商用パソコン通信サー

ビスが始まり、パソコン通信会員がいっ

たんは無料情報に流れたものの、その後

有料データベースサービスを利用するよう

になったためと思われる。各データベース

サービスごとの会員にならなくても、パソ

コン通信サービスのメニューから、利用

したいデータベースを選択して検索できる

ようになったことで利用者が増加。研究

者や専門家から、一般のビジネスマンへ
とデータベースサービスの利用が広がった。

③1990年〜現在

1990年から1995年までは4年連続で減

少するが、1996年からまた大幅増加を遂

げている。この時期はパソコン通信から

インターネットへの転換期に当たる。国

内大手のデータベースサービス「ジーサー

チ」 では1996年12月より、「日経

テレコン21」 では1997年1月より

インターネット対応を始めている。パソコ

ン通信が始まったときと同様、一時はイ

ンターネット上の無料情報に流れ、その

後有料情報に戻ってきているようだ。パ

ソコン通信利用者に比べインターネット

利用者の増加は著しく、データベースサ

ービスの売上増に大きく貢献しているこ

とがわかる。

1998年のデータベースサービスの国内

市場は、2910億円。前年比12.9％の伸

びを示す。業界の市場見通しでも、今後

10％前後の伸びが期待されているという。

商 用 データベース数 減 少

一方、業界全体の売上高が2桁成長を

続ける中で商用データベース数は1996年

を境に減少している（資料2-4-3）。イン

ターネットでの無料情報が普及するにつ

れ、データベースサービスが扱う情報の内

容によっては利用者が減り、運営が厳し

くなったものと思われる。新聞、ニュー

スを含む一般分野の情報がインターネッ

トでの無料サービスへ代わり、ビジネス分

野など情報の付加価値が高いデータベー

スサービスが利用を伸ばすことが、データ

ベースサービス全体の売上高を増加させ

ていると思われる。

有 料 データベースの価 値

今やさまざまな情報がインターネットの

ウェブサイトから無料で手に入るようにな

っている中で、有料データベース市場が

成長している理由はどこにあるのだろう。

たとえば新聞社がウェブで無料提供し

ているニュース・記事は、大抵その日発

行された一日分のみだ。過去の記事デー
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タベースを無料で提供している新聞社は

ほとんどない。メール新聞などが無料の

ニュースデータベースを公開している例も

あるが、画面での読みやすさを優先して

いるため記事の文章量が短い傾向があり、

背景となる解説や、識者のコメントなど

も少ない。

リアルタイムで現在の情報を探したり、

概要を知りたい場合は無料情報を利用

し、過去の記事にさかのぼってより詳し

く知りたいときは有料のデータベースを利

用するといった情報の使い分けがされて

いると思われる。

また、企業情報については、企業自身

が自社のサイトで企業概要や自社製品や

サービスについて情報提供しているし、検

索サイトを使って各種のサイトからその企

業に関する情報を無料で探すこともできる。

しかしこの1〜2年、日経テレコンの企

業情報利用が増えているという。日経テ

レコンから利用できる企業データベースに

は帝国データバンク企業情報、東京商工

リサーチ企業情報、日経会社プロフィル

などがあるが、それぞれ売上高や収支、

仕入先や販売先といった項目のほか、第

三者的な立場からの評価もある。企業提

携や新規分野への参入が頻繁に行われる

現在だからこそ、新規に取引する相手や

ライバルとなる企業の状況を客観的に評

価した有料データに需要があるのだろう。

また、これらの情報は企業調査を長年行

ってきた機関によるものということで信頼

性も高い。

このほか、各種業界のマーケット情報

やサービスの動向分析など、特にビジネ

ス利用の有料データベースサービスの価値

はますます増加していくと思われる。
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データベースの付 加 価 値

現在、有料データベースサービスはサ

ービスを向上させて利用者増加につとめ

ている。

たとえば従来に比べ利用料金を下げた

り、接続時間に対する課金から情報量に

よる課金に変えたりしている。企業利用

向けに法人契約をした場合の基本料金を

割り引くなど、イントラネットからの利用

などをしやすくしているデータベース提供

企業もある。

また、日経テレコン21では、1999年か

ら複数のデータベースを選択して一度に

検索できる画面にしたところ利用率が上

がっているという。こうした利用者にとっ

ての使い勝手のよさを追求することも、デ

ータベース利用を増加させる上で重要だ。

米国ではインターネットでのデータベー

ス利用の際、クレジットカードを使った

小口決済が普及している。データベース

から検索するところまでは無料で、本文

を表示する際に課金される仕組みだ。日

本でもこうした決済方法が普及すれば、

より手軽にデータベースサービスを利用す

るようになるだろう。

このほか、オンライントレードサービス

を提供している証券会社では、ニュース

や株価や会社情報のデータベースサービ

スを会員向けに提供することで差別化を

図っているところがある。たとえば野村証

券の「野村ホームトレード」 では、

日経テレコン＜野村版＞として、日経テ

レコン21から速報ニュース、日経4紙の

記事検索、会社情報、企業決算、ニュ

ースクリッピングサービスに限定して、無

料で利用できるようにしている。今後、

こうした「付加価値」としてデータベー

スを利用する例も増えていくだろう。

（高橋慈子　立教大学非常勤講師／テクニカルライター／
株式会社ハーティネス代表取締役）
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資料2-4-2　データベースサービス業の年間売上高の推移

資料2-4-3　商用データベース数の推移

http://db.g-search.or.jp

http://telecom21.nikkeidb.or.jp

http://www.nomura.co.jp/hometrade
/information/
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図1　日経テレコン21のページ

出所「データベース産業の現状と課題」(財団法人データベース振興センター、1999年9月)を元に作成

出所「データベース産業の現状と課題」(財団法人データベース振興センター、1999年9月)を元に作成
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